様式１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

大　和　市　長　あて

法人所在地

法　人　名

法人代表者

大和市民間認可保育所事前相談書及び申込書

　大和市において、保育所の設置及び運営を希望しており、次の書類を添えて提出いたします。

添付書類

１．法人実績等調書（様式２）

２．事業計画書（様式３）

３．設置予定保育所の工程表

４．設置予定保育所の案内図、配置図、平面図、現況写真

５．設置予定保育所が児童福祉施設として、建築関係法令等を満たすことの誓約書（様式４）

６．賃貸の場合は、土地または建物を賃借できることが確認できる書類
（土地又は建物の所有者との賃貸借契約の覚書など）

既存施設（賃貸物件を含む）活用の場合は、新耐震基準により建築していることが確認できる書類及び検査済証の写し
７．土地または建物を購入する場合、購入できることが確認できる書類
８．土地の登記簿謄本

９．新設する保育所に係る資金計画書

（寄付がある場合は、寄付予定者の贈与契約書及び残高証明書）

（借入がある場合は、償還計画書）

10．法人定款

11．法人残高証明書、直近の法人収支決算書

12．設置予定保育所の運営が、経営上支障がないことの意見書（様式５）

13．既設保育所の案内図、配置図、平面図、現況写真

14．直近の既設保育所収支決算書

15．既設保育所における過去3年の間に県から送付された監査結果の写し

16．周辺住民等への説明計画書

17．暴力団排除条例等に該当しないことの誓約書（様式６）

　※太字の書類は相談時に必須の書類です。それ以外は、市が指示した後（申込時）に提出して下さい。
　※申込書は必要な添付書類を全て添えて提出して下さい。締切後は一切受け付けません。

　※12の書類については、提出が任意です。

※既設保育所に係る「13・14・15」の書類について、保育所を複数運営している場合は、本市に距離的に最も近い施設のもの。以下同じ。

（※児童福祉法第35条第４項に定める保育所以外を運営している場合は、「保育所」等を適宜読み替えて作成してください。）

様式２

	法　人　実　績　等　調　書

	法 人 概 要
	名　称
	

	
	所在地
	

	
	代表者氏名
	

	
	連絡先
	

	
	設立年月日
	　　年　　月　　日

	既設保育所等
の実績
	運営保育所等
（保育所、認定こども園、小規模保育事業所等）
	保育所名：　　　　　　
種別：　　　　　定員：　　　人
保育所名：　　　　　　
種別：　　　　　定員：　　　人

保育所名：　　　　　　
種別：　　　　　定員：　　　人

保育所名：　　　　　　
種別：　　　　　定員：　　　人

	
	運営期間（最長）
	年　　　ヶ月

	既設保育所等
の実績

（保育所等を複数運営している場合は、本市に距離的に最も近い施設のもの。）
	施設名
	

	
	所在地
	

	
	設置認可年月日
	　　年　　月　　日

	
	定　員
	名（令和６年４月１日現在）

	
	入所児童数
	名（令和６年４月１日現在）

	
	直近の処遇改善等加算Ⅰの加算区分
	％（　　年度）（保育所を運営している場合）

	
	職　　員
	施設長
	氏　名
	
	経験年数
	

	
	
	主任
保育士
	氏　名
	
	経験年数
	

	
	
	保育士数
	

	
	
	看護師数
	

	
	
	その他
	名（　　　　　　）　　　名（　　　　　　）
名（　　　　　　）　　　名（　　　　　　）

名（　　　　　　）　　　名（　　　　　　）

	
	保育の基本理念
	

	
	保育方針
	

	
	特徴的な
保育内容
	

	
	職員研修
	

	
	苦情処理体制
	

	
	第三者評価制度の受審状況
	

	
	監査の状況
（直近３年間の指摘事項。ある場合、内容と改善状況を記入）
	

	
	その他
（自由記載）
	

	児童発達支援事業の実施経験
	有り（令和６年３月３１日時点で　　年以上の経験）
　　（重症心身障碍児の受入れ　　有　・　無　）

無し

	医療的ケア児の受入れ経験
	有り（受け入れ経験のある医療的ケアについて記載してください。）
＜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＞
無し

	欠格事項の
有無
	法令に基づく改善の命令、事業停止、又は業務停止等の処分の有無
（過去５年間）：　　有　　・　　無


※書ききれない場合は、資料を添付してください。

（※児童福祉法第35条第４項に定める保育所以外を運営している場合は、様式にある「保育」・「保育所」等を適宜読み替えて作成してください。）

様式３

	事　　業　　計　　画　　書

	施設名、
所在地、

定　員
	名　称（仮称）：
所在地：大和市

用途地域区分：

定　員：　　　名

	開所予定日
	令和　　年　　月　　日

	保育の
基本理念
	

	保育方針
	

	応募の理由
	

	医療的ケア児や障がい児など配慮が必要な児童の保育に対する考え方
	

	賃貸物件
による

整備の場合
	建物の名称　　　　　　　　　　　

敷地面積　　　　　　㎡

建物面積　　建築面積　　　　　　㎡　　　延床面積　　　　　　㎡
建物の構造　　　　　　　　

建物の階数　　　　　　階建　　保育所を設置する階数　　　階
耐火・準耐火の別　　　　　　　　　　

賃借料（月額）　　　　　　　　円
賃貸借契約期間　　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

地上権・賃借権登記の有無　　　　　　
その他



	予定整備費用
	（主体工事費、工事事務費、特殊附帯工事費等の内訳、合計額を記載）

	風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例等に該当する施設の有無
	（該当施設がある場合は、営業所名、所在地、風俗営業の種別《例：法第2条第1項第1号に該当》を記載してください。）

	定員及び構成
	年　齢
	０歳児
	１歳児
	２歳児
	３歳児
	４歳児
	５歳児

	
	定　員
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	有効面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	
	面積定員
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	一時預かり室
	　　　　　　　㎡

	医療的ケア児のための区画
	　　　　　　　㎡

	園　庭
	　　　　　　　㎡（ 地上 ・ 屋上 ）

	駐車場
	　　　　　　　台

	保育体制
（採用予定者）

※園長、主任保育士が未定の場合は、採用計画書を提出すること。
	園　　長
	氏　名
	
	年　齢
	　歳

	
	
	略　歴
	

	
	主任保育士
	氏　名
	
	年　齢
	　歳

	
	喀痰吸引等を行うことができる保育士
	人（ 常勤 ・ 非常勤 ）

	
	上記以外の保育士
	常勤　　　人・非常勤　　　人

	
	看護師等
	　　　　　　人（ 常勤 ・ 非常勤 ）

	
	その他
（事務、管理栄養士等）

	名（　　　　　　　　）
　　　名（　　　　　　　　）

　　　名（　　　　　　　　）

　　　名（　　　　　　　　）

	保護者負担軽減に向けた取り組み
	（例）定額制導入による布団、オムツ、食事エプロンの持ち込み持ち帰り不要

	その他事業の実施について
	児童発達支援事業の実施（有・無）

一時預かり事業（一般型・余裕活用型）
休日保育の実施（有・無）
その他自主事業（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


※書ききれない場合は、資料を添付してください。

（※児童福祉法第35条第４項に定める保育所以外を運営している場合は、様式にある「保育」・「保育所」等を適宜読み替えて作成してください。）

様式４

建築関係法令等に関する誓約書

　下記の法人が大和市民間認可保育所応募申込書にて応募した次の設置予定保育所については、児童福祉法に定める保育所として、建築関係法令等の基準を満たした施設とします。

□ 応募法人名称　：

□ 応募法人所在地：

□ 応募施設名称　：

□ 応募施設所在地：

所在地　○○○○○

法人名　○○○設計事務所

代表者　○○○○○　　　㊞

　様式５

経営が安定していることの意見書

　下記の法人が大和市民間認可保育所応募申込書にて応募した次の設置予定保育所の運営については、次の理由から安定的に運営がなされると判断します。

（安定的に運営されると判断した理由を記載）

□ 応募法人名称　：

□ 応募法人所在地：

□ 応募施設名称　：

□ 応募施設所在地：

所在地　○○○○○

法人名　○○○税理士事務所

代表者　○○○○○　　　㊞

　様式６

誓　　約　　書

次の事項について相違ないことを誓約いたします。

１．当法人は大和市暴力団排除条例第２号又は第５号に該当しないこと

２．当該法人を構成する者に暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第３号又は第４号に該当する者がいないこと

３．今後当該法人又はその構成員が同法第２号から第５号に該当するにいたった場合は、大和市民間認可保育所応募申込書にて応募した下記の設置予定保育所の運営を辞退すること

４．破産者で復権を得ない者でないこと（法人の場合は役員を含む。）

５．児童福祉法第35条第5項第4号に定めるイからルまでのいずれにも該当しないこと

□ 応募施設名称　：

□ 応募施設所在地：

所在地　○○○○○

法人名　○○○○○

代表者　○○○○○　　　㊞

大和市暴力団排除条例（抄）

（目的）

第１条　この条例は、暴力団排除について、基本理念を定め、並びに市の責務及び市民の役割を明らかにするとともに、暴力団排除を推進するために必要な事項を定めることにより、暴力団排除に関する施策の総合的な推進を図り、もって安全で安心して暮らすことができる社会の実現に資することを目的とする。

（定義）

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(１)　暴力団排除　暴力団員による不当な行為を防止し、及びこれにより事業活動又は市民生活に生じた不当な影響を排除することをいう。

(２)　暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。

(３)　暴力団員　法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

(４)　暴力団員等　暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。

(５)　暴力団経営支配法人等　法人でその役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）のうちに暴力団員等に該当する者があるもの及び暴力団員等が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有する者をいう。
1

